王位継承排除危機におけるイングランド・スコットランド同君連合 : 王位継承排除法案（Exclusion Bill）の審議過程の分析を通じて by 林田 直樹 et al.
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はじめに
　　
　
一六〇三年のジェームズ六
/ 一世のイングランド王位継
承によりイングランド・スコットランド両国は、共通の国王を戴きつつも別個の議会を持つ同君連合（
regal union
）
を形成した。その後、内乱期の混乱を経て一六六〇年に国王チャールズ二世がイングランドに帰国し、王政復古（Restoration
）が実現すると両国は、一七〇七年の議会合
同まで再び同君連合体制を形成することになったのである。　
従来、近世のブリテン諸島の歴史はイングランド、スコ
ットランドといった一国史的な視点から論じられてきたが、近年では、Ｈ・ケーニヒズバーガやＪ・エリオットらがモデルとして主張する「複合国家論」や、それを踏まえた「礫岩国家」に関する議論が 内外で盛んになってい
る（１）
。この近世ヨーロッパ国家形成史の動向は、 「ブリテ
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ン」三王国の相互拮抗を重視する「ブリテン史」 （
British 
H
istory ） 、一七世紀中葉の内乱の歴史像を塗り替えたいわ
ゆる「修正主義」 （
Revisionism
）と連動して、近世のブ
リテン諸島に関する新たな歴史像を提示した。本稿においても、王政復古期の同君連合を対象に検討することから、これらの視座は有益であ と思われ
る（２）
。
　
近年、我が国においても岩井淳氏らによって近世ブリテ
ンの複合国家に関する論文集が刊行され、一七世紀中葉を中心に近世ブリテン諸島の複合国家の実態がアメリカ植民地をも射程に収めたうえで明らかにされた。しかし、その終章で岩井氏が指摘するように 近世ブリテンの複合国家の研究は緒についたばかり」であ
る（３）
。
　
特に王政復古期に関しては、ステュアート朝支配下の三
王国で起こった事象を「ブリテン の枠組みでとらえ直す研究も行われてきているも の、歴史家ハットンによるチャールズ二世の伝記的研究などを除けば 「ブリテン史や「複合国家論」の視座による研究は国内外とも極めて少ないのが現状であ
る（４）
。
　
本稿が対象とする一六七〇年代後半から八〇年代初頭の
王位継承排除危機（
Exclusion Crisis ）に関する研究では、
名誉革命を視野に入れたイングランド国内の政治 関研究や、この時期に生まれたホィッグやトーリに関する党
派の問題などが主たる研究対象となってき
た（５）
。また、宗教
史の視点からは、増長す 教皇主義（
popery ）の脅威の
中、その背後にフランスの影響を見たプロテスタント側の人々が、対抗措置として「包括」と「寛容」によって国教会を強化した点が明らかにされてい
る（６）
。また、ハイポリテ
ィクスのみならず、ヨーク公ジェームズ（
Jam
es Stuart, 
D
uke of York
）の王位継承に反発した人々の手によるパ
ンフレットの分析 どを通して、議会外から政治に影響を与えたロンドンの人々の実態なども明らかにされてき
た（７）
。
　
しかし、これらの研究はイングランド一国史的な枠組み
でチャールズ二世治世末期の歴 像を提示してきた。それ故、排除法案によってヨーク公のイングランド王位継承を妨害する動きなどの一連の事件がブリテン諸島全体 及ぼした影響や、この時期の「ブリテン」 三王国 政治状況の相互作用については等閑視されてきた。　
このような研究潮流のなか 三王国論の立場から著され
た歴史家ティム・ハリスの著書は、一六七八年から八〇年代初頭のカトリックの陰謀や王位継承排除危機 「ブリテン」の三王国 枠組みでとらえなおし、この時期 政治状況を「三王国 危機」と述べ 王政復古 政治史研究にも「ブリテン史」 視座が有用であ ことを示した画期的な研究である。同様にハリスは排除法案の成立を目指
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したホィッグの指導者シャフツベリ伯（
Anthony Ashley-
Cooper, 1st Earl of Shaftesbury ）に関しても、スコット
ランドやアイルランドの実態を踏まえて政治的発言を行っていることを明らかにし
た（８）
。また、ガリー・クレイも王政
復古期の三王国における宗教的分裂が統治の不安定をもたらし、王位継承排除危機が多面的な王政復古体制の危機であったことを述べ
た（９）
。
　
我が国では拙稿「王政復古期のイングランドにおけ
るスコットランド同君連合体制」が当時国王 寵臣であったローダーデイル公（
John M
aitland, 1st D
uke of 
Lauderdale &
  1st Earl of G
uilford  ）が、スコットラン
ドにおける政策決定や法の制定が根拠となり一六七〇年代のイングランドの議会で弾劾の対象になるという同君連合内の国制の錯綜とした実態を明らかにし
た
）（1
（
。
　
後述するが王位継承排除法案は、同君連合の構成国の一
方であるイングランドの議会が、スコットランドの王位も継承するであろうヨーク公を王位継承から排除しよう したものである。即ち、排除法案の制定は、ひとりの国王で結びつけられているに過ぎない同君連合を分断する可能性を孕んでおり、この点は、王政復古期 同君連合体制 在り方を探るためにも十分に検討する意味 持つと考え れる。しかし、このような視 から排除法案そ ものを問い
直した研究は国内外においても見られず、イングランド・スコットランド関係や合同（
U
nion
）に関する研究も王政
復古期の研究に関しては手薄である。一六七〇年代後半から八〇年代初めの「ブリテン」の政治情勢を検討したハリスやグラッシーなどの研究者も王位継承排除法案の議会審議の過程や法案そのも を真正面から検討していないのであ
る
）（（
（
。
　
そこで本稿では、一六七〇年代末から八〇年代初頭にか
けての王位継承排除法案のイングランド議会における法案審議の過程を「ブリテン」の国制の再編という枠組み とらえなおすことを試みる。特に法案の審議過程で同君連合の構成国スコットランドはどのように位置づけられ いるのか（または位置づけられなかったのか）を検討することで王政復古期の同君連合体制 重要な一側面を明らかにたい。　
本稿では史料として、イングランド議会両院の公式の日
誌をはじめ、アンキテル・グレイ（
Anchitell G
rey ） 、ウ
ィリアム・コベット（
W
illiam
 Cobbett ） 、リチャード・
チャンドラー （
Richard Chandler ） による下院の議事録や、
一六八〇年の議会においては匿名の執筆者による 事録、上院に関してはエベニーザ・ティンバーランド（
Ebenezer 
Tim
berland ）による議事録など同時代の複数の議会史料
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を用い
た
）（1
（
。他にも官報『ロンドン・ガゼット』などの新聞
や同時代のパンフレットも参照した。一、 一六七〇年代のイングランド政治と七九年の議会審議　
イングランドでは一六七二年の第二次信仰自由宣言
（
D
eclaration of Indulgence ）を皮切りにカトリックの増
長への危機感と、その背後にあるフラ スへの警戒感が高まっていた。七八年には教皇主義者によってチャールズ二世を暗殺しヨーク公を王位に就けようと企てる陰謀事件（Popish Plot ）が起きた。この事件はねつ造であったと言
われるものの、イングランド国内ではカトリックの脅威がより強く意識されるようになった。これら 背景として、一六七九年から八一年にかけてイングランド議会では下院を中心に国王チャールズ二世 王位継承者第一位であるカトリック教徒のヨーク公を排除して国王の庶子 あるモンマス公（
Jam
es Scott, 1st D
uke of M
onm
outh &
 D
uke of 
Buccleuch
）を王位につけようとする動きが起こり、いわ
ゆる王位継承排除危機と呼ばれる状況に至った。　
一六七九年三月六日、騎士議会（
Cavalier Parliam
ent ）
に代わって新たな議会が召集された。こ 議会ではダンビィ伯（
Earl of D
anby, Thom
as O
sborne ）やローダーデイ
ル公の弾劾などが審議され、政府と議員たちの対立が顕著になっていた。一六七九年三月二五日の上院での発言に、シャフツベリが「ブリテン」をどのように見ていたかを読み取ることができる
カトリックと隷属はふたりの姉妹のように手を取り合ってやって来る。ある時は一方が先に、もう一方が後に。しかし、どちらか一方が入 込めば必ず後からもう一方が続く。イングランドで カトリックが先にきて隷属をもたら た。スコットランドでは隷属化が先にきて、カトリックが後にもたらされた。
〔中略〕
外国
の事情について―イングランドにとって非常に近い外国―懸案がある。これらについて考えることなく、イングランドの安全と平穏を手 入れるこ はできない。
〔中略〕
私は、とりたててスコットランドの法体系
について理解しているわけではない。しかし、私は分かって る。北の王国
〔スコットランド〕
は彼らの法体
系によって自由と所有に関し 当然、侵すことのできない権利を持っているということ
を
）（1
（
。
　
シャフツベリはブリテン諸島全体の枠組みでカトリック
の増長やローダーデイルの統治するスコットランドについて言及し、イングランド人たちの注意を喚起し政府批判を繰り返し
た
）（1
（
。当時のシャフツベリと排除派と呼ばれた下院
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の議員たちのつながりや、この発言がパンフレットとして議会外に配布されたことを考えると「三王国」の状況を視野に入れたシャフツベリの見解は、他の議員たちにも少なからず影響を与えていると思われ
る
）（1
（
。
　
三月二七日、下院でも議員たちが、シャフツベリ同様に
カトリックの陰謀、ルイ一四世のフランスとのつながりを国王とイングランドへの脅威ととらえ、ヨーク公とカトリックに関する議論を展開してい
た
）（1
（
。しかし、史料からうか
がえる限りでは、この日の議論 おいて、議員たち スコットランドやアイルランドといっ 「ブリテン」 構成国に関する発言を行っていない。ヨーク公に関しては当初、「教皇主義に関して」という議題の下、カトリックの陰謀からイングランドと の安全を確保するという 国の枠組みで論じられていた。そして、後述するよう 排除法案の作成段階で王位の継承に言及する際に、同君連合を形成するスコットランドとの関係が論点の一つとして浮上したと思われ
る
）（1
（
。
　
四月二七日、下院議員たちがヨーク公とカトリックの関
係に懸念を示し、ヨーク公の王位 を阻もうとする動きが持ち上がっ
た
）（1
（
。五月一一日、下院はヨーク公が「この国
の至高の王権（
Im
perial Crow
n of this realm
）を継承で
きないようにする」法律を る必要があるとして、王位継
承者から除外するための法案を作成することを決定し
た
）（1
（
。
この後、下院では一六七九年、八〇年、八一年と三度法案が作成され、 その度にヨーク公は「至高の王権」 （
Im
perial 
Crow
n
）を継承できないと規定された。この言葉はヘン
リ八世 国王至上法（
Act of Suprem
acy ）でイングラン
ドを「帝国」 （
Em
pire ）と定義したものと同じく、自国の
領土と主権を明示するものであっ
た
）11
（
。このことは、後述す
る排除法案の条文においても同様 あり、法案でスコットランドについて特別に言及しない限りスコットランドの王位継承を阻むことはできなかったと思われる。　
一六七九年の議会において、多くの議員たちは排除法案
の議論の際、カトリック教徒が王位を継承するという点から、ヨーク公のイングランド王位継承に反対していた。これらの議員の多くは、イングランド王国の宗教問題という一国の枠組みで発言を行っていた。　
しかし、この時点になると、議員たちの中には、スコッ
トランドを視野に入れた発言も見られるようになった。五月一一日の法案審議でイーストレッ フォード選出のウィリアム・ヒックマン（
W
illiam
 H
ickm
an
）は、 「スコット
ランドはイングランドとは別の王国であ 。もし、ヨーク公をイングランドで王位継承できないようにしたら、彼スコットランドに行き王位を継承するだろう。ア ル
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ドの現状であるなら、アイルランドはスコットランドについていくであろう」と発言し王位継承排除法案の問題点を指摘した。ヒックマンの発言は両国が別の主権国家である点とヨーク公が同君連合を構成するスコットランドの王位継承権を持つことを踏まえているものと思われ
る
）1（
（
。 同じく、
イースト・グリンテッド選出で、一六七〇年にはスコットランドとの合同に関する委員も務めた経歴を持つトマ ・リトルトン（
Thom
as Littleton
）が、スコットランドは
ジェームズ一世やチャールズ一世の時代から「君主を持つ王国としての栄光」を喪失し、彼らは外国の外交官の駐在も受けず条約も結んでこなかった」 ことを指摘し、 現在、 「イングランドの宮廷ではスコットランド人であることが非難の対象になっている」と述べた。そして、王位継承排除法案によってスコットランド人が彼らの不満の め、イングランドから自らを分離す （
disunite ）として法案に反対
し
た
）11
（
。リトルトンは、スコットランドがすでに国家として
の自立性を失っていると捉えつつ 、排除法案が両国を分断する可能性に懸念を示した。国務大臣のウィリアム・コヴェントリ（
W
illiam
 Coventry ）もまた王位継承排除法
案が可決された場合、スコット はイ グラ ド議会が認めない人物を王位につけることになる 指摘し、排除法案に反対し
た
）11
（
。
　
法案に賛成した議員では、トレゴニー選出のヒュー・ボ
スカーウェン（
H
ugh Boscaw
en
）が「排除法案は国王、
私たち、そしてスコットランドの安全のために通過されるべき」であると述べ、法案に賛成し
た
）11
（
。
　
リトルトンはダンビィ伯やスコットランドの国王代理
（
Lord H
igh Com
m
issioner ）であるローダーデイル公の
弾劾に関わるなど、政府を攻撃する立場にあったにもかかわらず、スコットランドがイングランドから分離することを懸念し、排除法案には反対する姿勢を見せたのである。　
一方、政府を擁護するコヴェントリのような議員は、法
案に反対する理由のひとつとしてスコットランドに別 国王が即位する危険性を取り上げ
た
）11
（
。このように、七九年の
排除法 の審議では、立場の違いを越えて同君連合やスコットランドに関 言及が見られた。排除法案に反対する側の議員は、イングランドとスコットランドに別の国王が即位する可能性を懸念した。他方で賛成した議員は 排除法案によってカトリックの脅威か も安全を確保できると考えていたと思われ 。こ ように案の審議には、少なからずスコットランドと 係が影響を与えていたと思われるのである。　
完成した王位継承排除法案は特に大きな反対もなく五
月一五日に第一読会 かけられた。コベット、トーバッ
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ク、チャンドラーなどの複数の議事録に記録された排除法案の条文で確認した結果、ヨーク公は条文中で「ヨーク、アルバニ、アルスター公ジェ ムズ（
D
uke of York, 
Albany and U
lster ） 」とスコットランド、アイルランド
の爵位も記された形で言及された。法案は序文に続き以下の五点が規定された。一点目は、ヨーク公ジェームズがイングランド、スコットランド、アイルランド（
Crow
ns of 
England, Scotland and Ireland ）の王位を継承できない。
二点目は、チャールズ二世が死んだ場合、王位継承者は、ヨーク公が死んだものとして別 人間に委ねられる。三点目はヨーク公ジェームズが作った法律は 無効であるだけでなく、大逆罪となる。四点目は ヨーク公ジェームズを王位につけようとしたも は大逆罪となる。五点目は ヨーク公がイングランドに戻ってきた場合、彼は罪に問われ、すべての人民は彼を逮捕する義務を負うというものであ
る
）11
（
。
　
上述のように、ヨーク公は、イングランド以外の「ブリ
テン」構成国の他の地域の爵位を持つ貴族として条文に記され、イングランドのみならずアイルラ ドやスコットランドの王位継承もできないと規定された。特に 別個 議会を持つスコットランドにおいても王位継承ができないとされた。条文で王位を表わす
Crow
n
という語が複数形で
表現されていることからもイングランドとスコットランドは政体が別であることは明らかであり、これらの点はチャールズ二世を頂点とする三王国の国制の混乱を如実に示していると思われる。　
五月二一日、王位継承排除法案は第二読会にかけられ、
委員会に付託するかどうか議論され、採決の結果二〇七
 
対一二八票で可決された。下院は排除法案へ 支持を上院に求め、 排除法案への賛否 分かれ が予想される中五月二七日、チャールズ二世は議会を休会し八月一四日まで延期した。このため、この会期におけるこれ以上の法案審議は阻まれることになった。 らにチャールズが議会の休会と解散を繰り返し行ったため、 排除法案は廃案となり、次に議会で審議が行われるのは一六八〇年の一〇月二一日であっ
た
）11
（
。
二、スコットランドにおける長老派 反乱
　
　
イングランド議会が休会に追い込まれている頃、スコッ
トランドでは長老派たちが反乱を起こ ていた。一六七〇年代のスコットランドでは、主教制に反発す 長老派の非国教徒が山中や荒野で政府によって禁止された秘密集会（Conventicle ）を開いていた。国王代理ローダーデイル公
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はこのような動きに対し、激しい弾圧を加えておりスコットランドでは彼に対する反発が強まっていた。反乱の契機となったのは一六七九年五月三日、暴徒と化した長老派によるセント・アンドリュース大主教ジェームズ・シャープ（Jam
es Sharp ）の暗殺である。事件に呼応してスコット
ランド南西部を中心に各地で抑圧されていた人々が武装蜂起したのである。反乱軍 西部の中心都市グラスゴーに集結した。チャールズ二世 スコットランドのみならずイングランド、 アイルランドからも鎮圧のための兵を召集した。チャールズの指示を受けたモンマ 公 司令官とし 政府軍を率い、ボズウェル・ブリッグ（
Bothw
ell Bridge ）で
叛徒を敗走させこの反乱を鎮圧し
た
）11
（
。この反乱は人々に
一六三七年の「祈禱書の反乱」を想起させるものであったが、三七年のそれと異なり貴族たちの支持を得られず早期に鎮圧され
た
）11
（
。
　
反乱は一六七九年夏までに収拾がなされたものの、この
事件はイングランド、 スコットランド双方に影響 与えた。イングランドでは、シャフツベリが反乱は国王代理であるローダーデイルの失政の結果として非難 ローダ デイルの権威の失墜につながった。また、この を機にトーリは、スコットランド 過激な長老派とホイッグを結び付け内乱の危険を指摘し、排除法案やそれ 支持するホイッ
グをパンフレットなどで攻撃するようになっ
た
）11
（
。
　
スコットランドでは、長老派の抑圧が失敗だったことが
明らかとなり、ローダーデイルにかわってモンマス公が統治を担うことが期待されたが、一六七九年秋までにモンマス公がイングランド宮廷での寵愛を失った。 チャールズは、スコットランドの事後処置をヨーク公に委ね、枢密顧問官に任命しスコットランドへ派遣し王権の強化を指示したのである。 ヴェントリなどの一部の議員たちもまた ヨーク公のスコットランドへの訪問が王位継承者としての地位を確保する手段であると捉え
た
）1（
（
。この事件はローダーデイ
ルが国王代理の職を解かれ、ヨーク公 スコットランドの安定と三王国における王権の立て直しに利用される端緒となったのであ
る
）11
（
。
三、 一六八〇年の議会審議
　
　
一六八〇年一〇月二一日、イングランドでは新しい議
会（チャールズ二世治世第四 ）が召集された こ議会では、先に解散され 議会に引き続き、ヨーク公に対する排除法案が再び議論の対象になったのであ 。こ 議会でもまた、教皇主義者たちの陰謀の影響から 員たちがカトリックによる王位継承への懸念とプロテスタントの保
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持のために排除法案の成立を目指した。この議会には、カトリックの脅威に対抗し国教会を強化するために包括法案( Com
prehension Bill)
と寛容法案（
Toleration Bill ）も
提出されており、排除法案とほぼ同時進行で審議がなされていた。一方、チャールズ二世は、ヨーク公が排除派より攻撃されることを想定していた。加えて、スコットランド情勢への対応にあたらせるため、ヨーク公をスコットランドへ向かわせることにし
た
）11
（
。
　
議会では、一一月二日の排除法案の審議において様々な
立場からスコットランドに言及する発言が見られた。カーライル選出で、 カー イル市長、 ベリックの税関（
searcher 
of custom
s ）でもあったクリストファー・マスグレイヴ
（
Christopher M
usgrave ）が「ヨーク公をイングランド
で継承者から排除することは内戦（
civil w
ar ）を引き起こ
すことになるかもしれない。というのもスコットランド王位から彼を排除することはできない。そして、国境付近に住む私としては、国境が守られるべきであると考える」と述べ、スコットランドの王位がイングランド それ は自立しているこ が内戦につな るとの考えを示し
た
）11
（
。マス
グレイヴはトーリで排除法案自体にも否定的であった。カンバランドのコッカーマス選出のリチャード・グラハム（Richard G
raham
）も排除法案がばら戦争のような内戦
を引き起こすとの発言をしたのに続き、 「スコットランドは古来から自立した王国である」と述べイングランドと別の政体であることを指摘した。グラハムは東西ローマ帝国が別々の皇帝によって継承され分断されたことを引き合いに出して、イングランドとスコットランド 王位継承者が別になること 危険性を指摘 。トートネス選出のエドワード・シーモア（
Edw
ard Seym
our ）も「この法律は、
イングランドは拘束するであろうが、スコットランドはそうではない。そして、それは、アイルランドを拘束す かどうか議論を起こす。私たち自身の間から私 ちを するだけでなく、三王国（
three kingdom
s ）を分かつもの
である」として法案の持つ拘束力について り踏み込んだ言及をし
た
）11
（
。これらの議員たちの発言は、スコットランド
に法的な拘束が及ぶかどうかに疑問を呈するものであた。特にマスグレイヴやグラハムはスコットラ ドとの国境に近い地域の選出の議員 あり、スコットランド 情勢を考慮して発 をしたものと推察され
る
）11
（
。
　
一方でウェストミンスタ選出のウィリアム・ポルトニー
（
W
illiam
 Poultney ）は以下のように述べた。
私たちは、この法案なしでは我々の宗教は保持できない。 そして如何なる内乱も、 この王国、 スコットランド・アイルランドの分裂が起こることを恐れない。私はこ
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の法律がプロテスタントの利害に一致している。
〔中略〕
さらにスコットランドでは人々の大半は私たちと同じく教皇主義を憎んでいる。アイルランドのプロテスタントもそうである。それゆえ、共通 敵に対して私たちに加わることが利益であり、分断ではな
い
）11
（
。
　
ポルトニーは、排除法案の成立を支持し「ブリテン」構
成国のプロテスタント勢力が連帯して共通の敵、即ちカトリックに対抗しうると考えた。　
このように、一六八〇年の審議でも法案に賛成・反対の
双方の議員からスコットランドに言及する発言が見られた。その内容は七九年の議会と比べて、より内乱勃発や同君連合の分断について踏み込んだものとなっていた。　
この日の議論の結果、王位継承に関しては過去にも議会
制定法によって変更が加え れているこ が指摘されたうえで、法案を作成する動 が出さ 、委員 に付託された
）11
（
。一一月四日、排除法案が第一読会を通過し、第二読会
へと進むことが決まった。　
排除法案が 六八〇年一一月六日に第二読会にかかった
際、七九年の議会 は異なり法案 名称からはスコットランドという地名が削除されてい
た
）11
（
。法案は一一月八日に全
院委員会で審議が行われ の修正 後本会議へ上程されることになっ
た
）11
（
。
　
一一月一一日に上程され第三読会を通過した王位継承排
除法案の正式な名称は、 「ヨーク公ジェームズをイングランドとアイルランドの至高の王権とそれに由来する領土を継承できないようにすることでプロテスタントの信仰 保持するための法律」である。八〇年の議会で作成された法案はイングランド、アイルランドにおけるヨーク公の王位継承権を否定している点など法案 根幹をなす部分は七九年のものと変わらない。しかし、この法案 は、スコットランドにおける王位継承については全く言及がなされていない。王位を表わす
Crow
n
という語も七九年の法案のそ
れとは異なり単数形に変化をした。また、アルバニ公やアルスター公というスコットランド、アイルランド 貴族としての爵位についても法 から削除されて 点が大きく異なるのであ
る
）1（
（
。
　
一六七九年の法案と異なり八〇年の排除法案でスコット
ランドに関 言及がない原因 ついて考察しておきたい。法案にスコットランドと う文言を含まなかっ 直接的な理由は確認できなかった。しかし、審議の経過からして、八〇年一一月二日の審議にお て、議員たちが、両国の王位継承者が別になる可能性と内乱が引き起こされる可能性を指摘したためであると考えられる。確か 七九年の審議でも議員たちによって、排除法案がスコットランドを
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拘束できないことは指摘をされていた。しかし、カトリックの陰謀や前述のスコットランドの反乱の勃発などが、人々にとって七九年の審議の時よりも一六四〇年代の内乱を髣髴とさせるものになってい
た
）11
（
。このため、法案におい
てスコットランドへの言及は避けられたものと思われるのである。　
排除派のラッセル卿の手によって下院から送付された排
除法案は、一六八〇年一一月一五日に上院においても審議された。一六八〇年の上院は、法案に反対する勢力が大きく議論が開始され 前から法案は否決される公算が大であっ
た
）11
（
。特にシャフツベリに対抗し、排除法案に反対した
中心人物の一人がハリファックス伯（
G
eorge Savile, 1st 
Earl of H
alifax ）であった。彼はヨーク公の王位継承を認
める代わりに、その王権に制限を加えることで妥協を見出そうとしてい
た
）11
（
。
　
聖職者バーネットによれば、ハリファックスは議論にお
いてシャフツベリを上回っており、彼が勝利 収めるのに充分であったという。 この日の第一読会における採決の際国教会の主教たちは三名 除いて反対し 排除法案 否するかどうかの採決で六三対三〇の票決で 否決された
）11
（
。上院ではシャフツベリら一五名以上の貴族が法案に賛
成したものの、議席は国王に近い貴族や聖職者に占めら
ており、彼らは王権の正統性を保持するという面から法案に反対にまわったとみられる。他にも前述のマスグレイヴが、上院が排除法案を否決した理由として、 「ヨーク公がスコットランドにおいて陸軍の長である。さらに海軍や港に大きな利害を持つ。アイルランドは三分の二がカトリックである」ためと述べてい
る
）11
（
。
　
法案を否決した上院に対して、下院は両院協議会の開催
を望んだが、 上院はこれに対しても否定的な反応を示 た。一一月二〇日 シャフツベリは上院で法案を否決した貴族とヨーク公を改めて批判した。その中で、シャフツベリはヨーク公がスコットランドにおり、軍隊の指揮権 握り危険な存在であることを指摘し
た
）11
（
。一一月二三日にも、排除
法案に賛成したシャフツベリやエセ クス伯、モンマス公などが両院協議会開催を求め「少数意見」に名を連ね
た
）11
（
。
　
上院の審議は下院が通過させた法案に基づいた議論がな
されたようであり、 事録からは管見の限りで スコットランドとの同君連合が問題となった発言は確認できなかった。しかし、前述のように、下院議員の動静 も影響を与えたシャフツベリはスコットランドを自立した王国であるとした点を踏まえてヨーク公を攻撃 ていた。一方 ハリファックスは排除法案への反対意見を記 パン レットで、排除法案の通過に対抗しヨーク公が三王国（
three 
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kingdom
s ）で自身の味方を見つけ出し、自身の王位継承
権を保持しようとすることを指摘してい
た
）11
（
。これらのこと
は、排除法案の審議がイングランド一国の枠組みだけなくスコットランドをも視野に収めて行われていたことを示すものであった。四、下院の議員と委員会
　
　
ここでは、下院より付託された委員会や議員について触
れておきたい。　
一六七九年に排除法案を起草した委員は一三名である。
一六八〇年の議会では一八名が委員に任命されており、のうち七名が一六七九年の議会から連続して排除法案の起草委員に任命されてい
る
）11
（
。一六八一年の議会では委員の数
が大幅に増え、三五名となっている。その多くがこの会期で初めて となった議員であるが、七九年と八〇年のいずれかで委員 なった者 八名存在す
る
）1（
（
。
　
連続して委員になった議員の中には、シャフツベリと連
携して排除法案の通過を目指したラッセル卿ら排除派 中核となった議員たちが含まれる。筆者が一六七九年と八〇年の議会審議を検討した結果、スコット ンドやアルバニ公という文言を削除すべきであるかどうかにつ て両会期
で意見を変えて発言した委員はいなかった。一六七九年の議会では、排除法案に賛成、反対双方からスコットランドとの関係に関わる意見表明がなされ、八〇年の議会でも法案の骨子が固まるまでは同様であった。議員たちの行動を検討すると、ダンビィやローダーデイルの弾劾に賛成し政府を積極的に攻撃する議員 も排除法案に する者もおり、この時期の党派というものが緩やかな派閥に過ぎ いことを意味している。　
スコットランドに関する発言をした議員たちについても
簡単に触れておこう。一六七九年の 会 スコットランドに関する発言をした人物では、前出の通りリトルトン スコットランドとの合同に関する委員も務めた経歴を持つ。一六八〇年の審議で法案がスコットランドを拘束出来るかどうか疑問を呈した前出のマスグレイヴは カーライルの市長としてローダーデイル 対立するスコットラ ドの貴族の状況について中央政府に報告をあげ た 前出 グラハムもローダーデイル公を弾劾する上奏文の起草の際にスコットランド内部の状況について 及 ていた。スコットランドに関する発言をした者たちは、スコットランドの情勢について少なからず知識や利害を持つ者であったと考えられ
る
）11
（
。
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五、その後の動き
　
　
排除法案が上院で敗北した後も、下院では排除派が国王
への上奏やハリファックス伯の弾劾によって国王にヨーク公の王位継承からの排除を求め
た
）11
（
。一一月一七日、ロン
ドン選出でホィッグに属するトマス・プレーヤ（
Thom
as 
Player ）が次のように述べた。
ヨーク公はスコットランドの司令官のようであり、アイルランドのカトリックにとってもそうである。 また、イングランドのカトリ クも彼の指揮下にある。
〔中略〕
私は国王陛下に一人の男のため 三王国を破壊しないことを上奏する。
　
プレーヤは、ヨーク公が「ブリテン」を構成する三王国
のカトリックを連帯させるものととらえ、ヨーク公の王位継承に反対し
た
）11
（
。また、同時期、下院ではプロテスタント
の連帯を通して国教会の強化を図る包括法案が審議されていたが、その審議の中でもスコットランドやイングランドに関する言及が見られた。ハーフォード選出の非国教徒ポール・フォウリ（
Paul Foley ）は一二月一五日の包括法案
の審議でアイルランドの大多数がカトリックでありイングランドに対する陰謀を起こすかもしれないこと指摘した後に、スコットランド 状況につい 以下のように述べ
た
）11
（
。
私たちを屈服させる力を必要としないかもしれないのは、この数年のうちに法によって作り変えられたスコットランドの政府ではないのか。スコットランドの政府は極めて専制的になり、議会はある意味で捨て去られ、権力 枢密院に付与されているのではないか。議会制定法によって定められたイングランドへの行軍に備えている二万二〇〇〇人 常備軍（
Standing 
Arm
y ）がいるのではないのか。そしてヨーク公はス
コットランドにおり、枢密院と軍の司令官を自身のものにし、自身の利益に都合のいいような想像しう 他の手段を用いることでスコ と軍隊を支配下に置いている ではないか。
　
プレーヤやフォウリの発言には、スコットランドの王位
継承に関する言及は見られない。しかし、 彼らの発言には、イングランド一国の枠組みではなく、カトリックのヨーク公がスコットランドで自身の権力基盤を固めていることへの懸念が示されていると思われる。特にフォウリの発言に現れる「専制的統治」 （
arbitrary governm
ent ）と「常備
軍」の問題は同時代の排除法案を支持するパン レッ でも言及さ たものであっ
た
）11
（
。ヨーク公とカトリックの問題
は、 「ブリテン」 枠組みで議論がなされていたのである。　
下院におけるヨーク公の王位継承への反発にもかかわら
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ず、チャールズ二世は排除法案を阻止する考えを変えることはなく、一二月一五日には改めて排除法案に反対の姿勢を示した。しかし、下院の多くの議員たちはプロテスタントの信仰の保持とヨーク公の王位継承への反対を示し、排除法案の成立に固執したため、チャールズは一六八一年一月一八日に議会を解散することで応酬した。　
新しく召集された議会は、政府の意向により反政府派の
強いロンドンを避け一六八一年三月にオックスフォードで開かれた。チャールズ二世 ヨーク公の王位継承の正統性を確保しつつ、政府の要職をプロテスタントに委ね、ヨーク公が在位中は国王大権を彼らに委ねる形を提示して排除法案に対抗した。前出のリ ルトンらが下院におけるこ議論の推進役となってい
た
）11
（
。彼らの主張は、パンフレット
としても出版されるが、そこには、オラ ダ総督ウィレムに嫁いでいるヨーク公の長女メアリ（後 メアリ二世）摂政として政務を彼女に委ね ヨーク公は「生涯、イングランド、スコットランド、アイルランドの三国か 五〇〇マイル離れること」が主張 、同様の趣旨の 律 スコットランド議会が通過させるために、国王がスコッ ランド議会を召集するこ が提案されてい
た
）11
（
。即ち、いわゆる
嫌悪派は、イ グランドの政局を打開し、オランダと連携しフランスの脅威に対抗するためにヨーク公の王位継承権
を認めつつも、 「ブリテン」三王国における王権の形式化を目指し、これを達成するために同君連合を形成するスコットランド議会の召集を求めたのである。　
しかし、この議会でも排除法案は再び審議の対象にな
った。まずシュロップシャ選出のレソン・ゴア（
Leveson 
G
ow
er ）がスコットランドに滞在中のヨーク公について
チャールズ二世が説明することを希望し
た
）11
（
。その後、三月
二二日と二三日の両日は議長の選出など事務的な手続きが行われ、二四日より本格的な審 が始まると、ガットン選出のニコラス・カ ー（
N
icholas Carew
）が動議を出し
排除法案の審議が始まっ
た
）11
（
。議論は、王権の正統性やプロ
テスタント信仰の保持、フランスとの関係など多岐にわたった。二六日の議論でリト トンは、一六七九年 議会同様に排除法案 問題点を指摘する中で「もしスコットランドが法案に同意しなかったならば、あなたがたはど 様に物事を解決するのか分からない。そしてイング とフランスのカトリックが連携することを恐れる」と懸念を示した。この発言を受けてボスカーウェンは「排除法案を通過させるという（イングランドと）同じ利益はスコットランドでもなされるであろう アイルランド は の必要性はない」と述べ反論し
た
）1（
（
。これらの発言からは、スコッ
トランドは同君連合を形成する別個の政体、アイルラ ド
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は、イングランドがある程度立法権を持つという認識がうかがえる。　
この日の議論の結果、プロテスタントの保持と国王の安
全のために王位継承排除法案の作成が決議され、委員会に付託された。ここでもヨーク公 継承できないとされた国家はイングランドとアイルランドに限定され、スコットランドは含まれていなかった。その後、三月二八日、 案が翌日全院によって第二読会にかけられると決まったまさにその日、国王が議会を解散し
た
）11
（
。このオックスフォード議
会がチャールズ二世治下最後の議会であった。チャールズ二世はルイ一四世より援助金を得る とが可能になり、議会を開く必要性がなくなってい のであ 一六八五年にチャールズ二世が死去し、ヨーク公がジェームズ二世（スコットランド国王としてはジェームズ七世） して即位したため、排除法案が議題に上ることはなかった。　
オックスフォード議会を解散した後、王権強化を図るチ
ャールズ二世は、一六八一年六月二二日、ローダーデイルに替えて、ヨーク公を正式にスコットランドの国王代理に任命し
た
）11
（
。七月四日、チャールズはヨーク公に対しスコッ
トランド政策に関する書簡 送った。こ 書簡の中で、チャールズはスコットランドの宗教と教 の保持 長老派の過激派に対する法の整備など八点にわたる指示を行い、そ
の中で王位継承においては次のように記していた。
あなたは、国王大権が精力的に行使され、充分に明らかにされること、国王と君主の権利は、自然かつ正統、合法的な相続においても所有され、何人にも疑問を起こさせないように明示的かつ完全な法によって宣言されるように努めるべきであ
る
）11
（
。
　
この指示を受けて一六八一年八月、ヨーク公はスコット
ランド議会でイングランドの王位継承排除法案に対する意趣返しとして、王位継承法を成立させたのである。チャールズは、プロテスタントの信仰の保持と王位継承を確保するようにスコットラ ド議会にも指示を出し、スコットランド議会でもジョン・カニンガム（
Sir John 
Cunningham
 of Lam
broughton
）が国王の意向に沿うよ
うに発言し
た
）11
（
。
　
スコットランドの王位継承法は、ステュアート家のスコ
ットランドの王位継承権を再確認させるための明示的な法律であった。条文では、 「宗教の相違も、法も議会制定法も王位継承と王権 世襲に変更 加えることはできない」と明記された。そのうえ スコットランド王国の王位は、神によって決められ 血筋に与えられ も と解釈され、臣民はそれに従う義務を負 ものと定められ
た
）11
（
。ヨーク公
は一六六九年の国王至上法（
Act of Suprem
acy ）の条項
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からも法的に王位継承の正統性を確保しており、ふたつの法律によってヨーク公のスコットランド王位継承はより強固なものとなったのであ
る
）11
（
。
　
この法律は、官報『ロンドン・ガゼット』にも掲載され、
イングランドで周知されることになった。なお、政府によるこの対処は、排除法案の審議に関して『ロンド ・ガゼット』が沈黙を保った いう事実と対照をなしてい
る
）11
（
。
　
ヨーク公は一六七九年の一時期と一六八〇年の一〇月か
ら一六八二年にかけてスコットランド 滞在し、法律の制定だけでなく統治 面でも教会を統制し、国 に反対する勢力を弾圧して政治秩序の回復に努めた。こ は イングランドにおけるトーリの反動と連動して、チャールズ二世治世末期の三王国の支配強化へとつながっ とされる
）11
（
。
おわりに
　
　
本稿ではヨーク公に対する王位継承排除法案の議会審議
の再検討を通して、王政復古期のイングランド・スコットランドの同君連合の側面について明らか しようと試みた。本稿の によっ 明らかになった点を述べて本稿を閉じることにしたい。
　
従来の研究が指摘してきたように、王位継承排除法案の
審議はカトリックの王弟ヨーク公が王位を継承することができるかどうかであり、宗教が最も重要なファクターのひとつであったことは疑いを入れない。シャフツベリや彼とつながる下院のいわゆる排除派の議員たちは、ヨーク公とカトリックの危険性を指摘し、王位継承排除法案の成立を目指した。しかし、王位継承排除法案 審議において、同君連合を構成するスコットランドを視野に入れ、ヨーク公のスコットランドでの王位継承を妨害しようとした議員がいたことが指摘できる。 七九年の議会における排除法案は、反対意見があったにも関わらずスコットランドにおける王位継承をも否定する内容であった。　
その一方で八〇年の議会では議員たちの反対によりスコ
ットランドに関する条項は一切含まれ ことはなかった。この背景には一六七九年のスコッ ランド 長老派によ反乱の勃発やヨーク公がスコットランドに滞在 顧問官として政治に関与しているといった情勢があったと思われる。このため八〇年一一月二日 議会審議 は、北部の国境地域に近い議員たちが、法案の「 の王位継承排除」という項目に懸念を表明したものと思われ のである。このような意見は八一年のオック フォード議会でも現れた。
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これらのことから、 王政復古期のイングランド議会では、
スコットランドが同じ君主の統治する別の政体と考えられていたことが指摘できるのである。しかし、七九年の法案はイングランドの議会制定法によって、スコットランドにおけるヨーク公の王位継承も阻むものであり、 「国制の錯綜」が見られた。そしてこの法案は、 「イングランド・スコットランド同君連合体制の解体」を招きかねないものであった。　
一六七九年六月のスコットランドで 長老派の反乱や
アイルランドのカトリックの不穏な情勢が指摘される中、一六八〇年の議会では、排除法案からスコットランド ついての文言が削除された。加え 国王や上院が法案成立阻止に動いたことによって、排除法案によるイングランドとスコットランドの分断は結果的に回避されたのである。しかし、排除法案 否決によって同君連合の維持が約束されたわけではなかった。このためチャールズ二世は、一六八一年にスコットラ 議会で王位継承法を通過させたのである。　
これらのことから、本稿、及び拙稿で指摘したローダー
デイル公 弾劾上奏文の作成も含め、一六七〇年代半ばから八〇年代初頭の王位継承排除危機 時代は、 「同君連合の危機」 の時代であったと言えよう。 そして 「三 国の危機」
と歴史家ハリスが指摘する統治の危機を孕みつつも、チャールズ二世は反動的ともいうべき政策によって、スコットランド の分断の危機を回避したのである。　
本稿では、王位継承排除法案のイングランド議会におけ
る審議過程と同時期のスコットランドに対するチャールズ二世の政策という枠組みに限定されて る。今後は、スコットランドで、八一年に王位継承法 制定 過程でどのような議論がみられたかをより詳細に検討をしていきたい。また、パ フレットなど 媒体 分析 通 て議会外の議論も含めて、より幅広 視点でイングランド・スコットランド両国の同君連合を問い直していきたいと考える。
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Regal Union and Exclusion Crisis 
―The deliberation process for the Exclusion Bill in English Par-
liament― 
HAYASHIDA, Naoki
　　In English history, the Exclusion Crisis of 1678-81 has been argued 
by many scholars. It has been discussed in a framework of English 
history. Recent years, the era of Exclusion Crisis has begun to be inter-
preted by “British History”. As a result, the crisis extended to Ireland, 
and to Scotland. But, the deliberation process is insufficient to analyze 
it from the viewpoint of “British History” This paper examines how the 
Exclusion bill affected Anglo-Scottish relations.
　　In 1679, the Exclusion Bill was drafted by the House of Commons. 
Many members of Parliament persuaded that monarchy and protestant 
religion would be in serious danger by the succession of the catholic 
prince, the Duke of York. On the other hand, members of Parliament 
mentioned relations with Scotland. The Exclusion bill in 1679 contained 
the provision which excluded the Duke of York as King of England, 
Scotland and Ireland. In other words, the English Parliament demand-
ed the Duke of York was excluded from succeeding not only the English 
throne but also the other two kingdoms in Britain. In addition, the 
words “the crown” were transcribed in the plural form on the bill. These 
facts showed confusion of constitutional systems of the three kingdoms 
in Britain. 
　　After Parliament of 1679 was dissolved, a rebel army in Scotland 
demanded the defense of the Covenants and were in opposition to Epis-
copacy rose revolt. As for the Lord High Commissioner, Duke of Lauder-
dale, his misgovernment was criticized in both England and Scotland. 
These events led to serious international crises. 
　　In 1680, the Exclusion Bill was resubmitted to the English Parlia-
ment. Members of Parliament expressed concern regarding the exten-
sion of the legal binding force of this bill extended to Scotland. After the 
discussion, the article about Scotland was deleted in from bill. In the 
end, the bill of Exclusion failed in the House of Lords. 
　　As a result, this paper concludes that Scotland has a different con-
stitution under the same monarch, and the Exclusion Crisis was also 
Crisis of regal union. 
